
 

２０２１年５月２０日 

２０２０年度決算のお知らせ 

ＭＳ＆ＡＤインシュアランス グループの三井住友海上プライマリー生命保険株式会社（社長：永井泰浩）

の 2020 年度（2020年 4月 1日～2021年 3月 31日）決算についてお知らせします。 

【収入保険料】 

収入保険料は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響等を主因に、前年度比 9.9％減の 7,854 億円となり

ました。（グラフ 1参照） 

【契約および総資産の状況】 

特に第 4 四半期における急速な円安豪ドル高により、契約時にお客さまが設定した円貨ベースの目標金額

に到達した契約が大幅に増加したことに伴う解約増を主因に、保有契約件数は前年度末比 14.1％減の 104

万件となりました。一方、保有契約高は、新契約獲得のほか、外貨建契約の円換算残高が、円安の影響で増

加したことにより、同 1.3％増の 6兆 5,958億円となりました。（グラフ 2参照） 

総資産は前年度末比 3.1％増の 7兆 247億円となりました。 

【損益の状況】 

当期純利益（税引後）は、目標金額に到達した契約の解約に伴い、返戻金の支払いに備えて保有していた

外貨建債券の売却による有価証券売却益を計上したこと、および財務の健全性確保に向けて価格変動準備

金の積立を実施したこと等から、前年度比 228億円増益の 431億円となりました。 

【健全性の状況】 

ソルベンシー・マージン比率は 1,054.8％となり、十分な支払い余力を維持しています。また、実質純資

産額は前年度末比 15.0％増の 7,727億円となりました。 

なお、格付会社からは引き続き高い格付けを取得しています。（2021年 5月 20日現在） 

  スタンダード・アンド・プアーズ（Ｓ＆Ｐ） 保険財務力格付け Ａ＋ 

  格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ） 保険金支払能力格付け ＡＡ 

    ＜グラフ１＞ ＜グラフ２＞ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

＜本件に関するお問合わせ先＞ 

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社 経営企画部 広報担当 電話 ０３－３２７９－９００１ 
 



２０２１年５月２０日 

三井住友海上プライマリー生命保険株式会社 

 

 

 

 

 

 

三井住友海上プライマリー生命（社長 永井 泰浩）の２０２０年度（２０２０年４月１日 

～２０２１年３月３１日）の決算についてお知らせいたします。 
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２０２０年度決算について 



１ 

１． 主要業績 

（１）保有契約高及び新契約高 

      保有契約高 （単位：千件、億円、％）

前年度 前年度 前年度 前年度
末比 末比 末比 末比

個 人 保 険 825 107.8 42,587 99.7 663 80.4 42,277 99.3

個人年金保険 386 101.7 22,553 93.6 377 97.6 23,680 105.0
団 体 保 険 ─ ─ - - ─ ─ - -

団体年金保険 ─ ─ - - ─ ─ - -

（注）個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資（ただし、

　　　個人変額年金保険については保険料積立金）と年金支払開始後契約の責任準備金を合計した
　　　ものです。

      新契約高 　（単位：千件、億円、％）

前年度 前年度 転換による 前年度 前年度 転換による

比 比 純増加 比 比 純増加

個 人 保 険 95 98.6 7,111 96.1 7,111 - 84 87.8 6,708 94.3 6,708 -

個人年金保険 26 41.7 1,716 45.4 1,716 - 18 71.4 1,174 68.4 1,174 -
団 体 保 険 ― ― - - - ― ― ─ - - - ―

団体年金保険 ― ― - - - ― ― ─ - - - ―
（注）個人年金保険の金額は年金支払開始時における年金原資（ただし、個人変額年金保険については契約時の保険料積立金）です。

新契約

金　額 件 数 金　額件 数

区　　分

２０１９年度末 ２０２０年度末

２０１９年度 ２０２０年度

区　　分

件　数 金　額 件　数 金　額

新契約
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（２）年換算保険料 
      保有契約 （単位：百万円、％）

前年度末比 前年度末比

331,887 106.7 366,150 110.3

266,027 97.7 267,445 100.5

597,914 102.5 633,595 106.0

う ち 医 療 保 障 ・

生 前 給 付 保 障 等

      新契約 （単位：百万円、％）

前年度比 前年度比

66,871 105.8 67,494 100.9

31,073 49.0 23,688 76.2

97,944 77.3 91,183 93.1

う ち 医 療 保 障 ・

生 前 給 付 保 障 等

（注）１．年換算保険料とは、1回あたりの保険料について保険料の支払方法に応じた係数を乗

　　　　　じ、1年あたりの保険料に換算した金額です（一時払契約等は、保険料を保険期間で

　　　　　除した金額）。

　　　２．「医療保障・生前給付保障等」については、医療保障給付（入院給付、手術給付等）、

　　　　　生前給付保障給付（特定疾病給付、介護給付等）、保険料払込免除給付（障害を事由

　　　　　とするものは除く。特定疾病罹患、介護等を事由とするものを含む）等に該当する部

　　　　　分の年換算保険料を計上しています。

区　　分

区　　分

-

82.026

２０１９年度末

合 計

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

合 計

個 人 保 険

個 人 年 金 保 険

２０２０年度末

２０１９年度

1,516.7

               -              374  -

２０２０年度

404

 
 

 
（３）主要収支項目                               （単位：百万円、％） 

前年度比 前年度比

保 険 料 等 収 入 950,922 84.2 892,179 93.8

資 産 運 用 収 益 113,966 54.4 1,142,890 1,002.8

保 険 金 等 支 払 金 696,196 129.0 1,805,686 259.4

資 産 運 用 費 用 373,891 575.9 784 0.2

経 常 利 益 31,461 88.4 160,097 508.9

２０２０年度２０１９年度
区　　分

 
 

 
（４）総資産                                  （単位：百万円、％） 

前年度末比 前年度末比

総 資 産 6,814,907 99.0 7,024,753 103.1

２０２０年度末２０１９年度末
区　　分
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２．２０２０年度末保障機能別保有契約高 
　　（単位：千件、億円）

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額 件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

普 通 死 亡 663 42,277 352 19,172 - - 1,016 61,449

災 害 死 亡 11 222 13 201 - - 24 423

その他の条件付死亡 - - ─ ─ - - - -

- - 377 23,680 - - 377 23,680

災 害 入 院 - - - - - - - -

疾 病 入 院 - - - - ─ ─ - -

その他の条件付入院 - - - - - - - -

- ─ - ─ - ─ - ─

- ─ - ─ ─ ─ - ─

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

- - - - - -

件　　数 金　　額 件　　数 金　　額

- - - -

（注）生存保障欄の金額は、個人年金保険については、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資（ただし、個人変

　　　額年金保険については保険料積立金）と年金支払開始後契約の責任準備金を合計したものです。

医 療 保 障 保 険
項　　　目

入 院 保 障

就 業 不 能 保 障 保 険
項　　　目

就業不能保障

団 体 年 金 保 険 財形保険・財形年金保険 合 計
項　　　目

生 存 保 障

生 存 保 障

入
院
保
障

障 害 保 障

手 術 保 障

項　　　目
個 人 保 険 個 人 年 金 保 険 団 体 保 険 合 計

死
亡
保
障
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３．２０２０年度の一般勘定資産の運用状況 

 

（１）２０２０年度の資産の運用状況 

 

① 運用環境 

 

２０２１年３月３１日現在の主要指標及び前決算期末との比較は以下のとおりです。 

   

国内株式市場： 日経平均株価 29,178.80 円 (前決算期末比＋54.25%) 

 TOPIX配当込み 3,080.87  (前決算期末比＋42.13%) 

国内債券市場： 日本10年国債利回り 0.120 ％ (前決算期末   0.005%) 

外国株式市場： MSCIコクサイ 

(現地通貨ベース) 

 

13,721.38 

  

(前決算期末比＋52.21%) 

外国債券市場： 米国10年国債利回り 1.742 ％ (前決算期末   0.670%) 

外国為替市場： 円／米ドル 110.71 円 (前決算期末比＋ 1.73%) 

 円／ユーロ 129.80 円 (前決算期末比＋ 8.57%) 

 円／豪ドル 84.36 円 (前決算期末比＋27.64%) 

 円／ＮＺドル 77.38 円 (前決算期末比＋19.49%) 

 

② 当社の運用方針 

 

当社一般勘定資産におきましては、安全性と中長期的な安定収益の確保を基本方針とし、債券を中心とし

た運用を行っております。邦貨建及び外貨建の定額商品の運用に関しましては、ALM（資産負債総合管理）

の観点から、為替リスク・金利リスク・信用リスク等に十分留意した上で内外債券等への投資を行っており

ます。 

  

③ 運用実績の概況 

 

２０２０年度末における一般勘定資産残高は 4兆 9,755 億円となり、前年度末比で 1,754 億円の増加とな

りました。 

うち外貨建資産は、円安の影響等により、前年度末より 1,099 億円増加し、残高は 3 兆 5,527 億円となっ

ております。 

また、２０２０年度の資産運用収益は 831,124 百万円、資産運用費用は 784 百万円となりました。 
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（２）資産の構成

（単位：百万円、％）

金　額 占　率 金　額 占　率

392,942 8.2 799,494 16.1

-           - -           -

-           - -           -

100,995 2.1 100,993         2.0

-           - -           -

1,660,997 34.6 1,710,444 34.4

2,325,527 48.4 1,987,823 40.0

81,701 1.7 79,987 1.6

-           - -           -

2,235,824 46.6 1,901,831 38.2

公 社 債 1,995,673 41.6 1,596,909 32.1

株 式 等 240,150 5.0 304,922         6.1

8,002 0.2 6,004 0.1

215,294 4.5 264,182 5.3

322 0.0 322 0.0

43,132 0.9 58,712 1.2

60,854 1.3 53,580 1.1

-           - -           -

4,800,068 100.0 4,975,554 100.0

3,442,854 71.7 3,552,778 71.4

(注）不動産については有形固定資産のうち建物の金額を計上しております。

公 社 債

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

う ち 外 貨 建 資 産

株 式

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

２０２０年度末

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ

買 現 先 勘 定

２０１９年度末
区　　　分

 
 

（３）資産の増減

（単位：百万円）

２０１９年度 ２０２０年度

110,324 406,552

- -

- -

57,996 △ 2

- -

122,711 49,446

△ 65,640 △ 337,704

△ 21,386 △ 1,714

- -

△ 44,253 △ 333,992

公 社 債 △ 96,333 △ 398,764

株 式 等 52,079 64,772

△ 0 △ 1,997

△ 29,324 48,887

38 △ 0

6,119 15,580

3,946 △ 7,273

- -

206,172 175,485

1,498 109,924

(注）不動産については有形固定資産のうち建物の金額を計上しております。

う ち 外 貨 建 資 産

合 計

有 価 証 券

公 社 債

株 式

貸 倒 引 当 金

外 国 証 券

そ の 他 の 証 券

そ の 他

貸 付 金

不 動 産

繰 延 税 金 資 産

区　　　分

金 銭 の 信 託

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券
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（４）資産運用関係収益

（単位：百万円）

２０１９年度 ２０２０年度

87,232 81,570

預 貯 金 利 息 46 9

有 価 証 券 利 息 ・配 当 金 78,900 72,121

貸 付 金 利 息 8,056 9,018

不 動 産 賃 貸 料 - -

そ の 他 利 息 配 当 金 228 420

- -

17,881 210,974

- -

8,542 152,133

国 債 等 債 券 売 却 益 - 189

株 式 等 売 却 益 - -

外 国 証 券 売 却 益 8,542 151,944

そ の 他 - -

310 1,812

- -

- 384,614

- -

- 19

113,966 831,124合　　　　　計

そ の 他 運 用 収 益

商 品 有 価 証 券 運 用 益

為 替 差 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

金 融 派 生 商 品 収 益

区　　　分

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

金 銭 の 信 託 運 用 益

売買目的有価証券運用益

 

 

（５）資産運用関係費用

（単位：百万円）

２０１９年度 ２０２０年度

15 11

- -

- -

- 1

528 738

国 債 等 債 券 売 却 損 - -

株 式 等 売 却 損 - -

外 国 証 券 売 却 損 528 738

そ の 他 - 0

2,256 -

国 債 等 債 券 評 価 損 - -

株 式 等 評 価 損 - -

外 国 証 券 評 価 損 2,256 -

そ の 他 - -

15 0

- -

313,543 -

- -

- -

- -

74 32

316,434 784

貸 付 金 償 却

賃貸用不動産等減価償却費

有 価 証 券 償 還 損

区　　　分

為 替 差 損

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

合　　　　　計

有 価 証 券 評 価 損

支 払 利 息

商 品 有 価 証 券 運 用 損

金 銭 の 信 託 運 用 損

売 買目 的 有 価 証 券 運 用損

有 価 証 券 売 却 損

金 融 派 生 商 品 費 用

そ の 他 運 用 費 用

 



７ 

（６）資産運用に係わる諸効率

①資産別運用利回り

（単位：％）

２０１９年度 ２０２０年度

△ 0.61 1.91

- -

- -

0.02 0.10

- -

1.10 11.76

△ 7.74 24.60

う ち 公 社 債 0.24 0.52

う ち 株 式 - -

う ち 外 国 証 券 △ 8.08 25.57

△ 11.96 26.23

- -

△ 4.22 16.74

う ち 海 外 投 融 資 △ 5.84 19.46

（注）

１．利回り計算式の分母は帳簿価額ベースの日々平均残高、分子は経常損益

    中、資産運用収益－資産運用費用として算出した利回りです。

２．海外投融資とは、外貨建資産と円建資産の合計です。

②売買目的有価証券の評価損益

（単位：百万円）

当期の損益に含まれた 当期の損益に含まれた

評 価 損 益 評 価 損 益

868,146 2,162 727,738 72,604

（注）本表には、金銭の信託等の売買目的有価証券を含んでいます。

２０１９年度末

貸借対照表計上額 貸借対照表計上額

区　　　分

現 預 金 ･ ｺ - ﾙ ﾛ - ﾝ

買 現 先 勘 定

債券貸借取引支払保証金

買 入 金 銭 債 権

有 価 証 券

２０２０年度末

金 銭 の 信 託

売買目的有価証券

区　　分

貸 付 金

不 動 産

一 般 勘 定 計

商 品 有 価 証 券
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③有価証券の時価情報（売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるもの）
（単位：百万円）

差益 差損 差益 差損
 -  - -  -  - - - - - -

1,399,560 1,540,255 140,695   141,996 △ 1,301 858,344 934,784 76,440 77,989 △ 1,548
 -  - -  -  - - - - - -

1,832,232 1,824,814 △ 7,417 51,905 △ 59,323 2,161,843 2,213,178 51,335 64,192 △ 12,857
64,507 64,806 298 333 △ 35 61,044 61,359 315 319 △ 3

 -  - -  -  - - - - - -
  840,009   853,159 13,149    50,079 △ 36,930 1,019,261 1,062,115 42,853 51,791 △ 8,937

公 社 債   565,965   613,009 47,043    50,079 △ 3,036 733,130 757,193 24,062 33,000 △ 8,937
株 式 等   274,044   240,150 △ 33,893  - △ 33,893 286,131 304,922 18,790 18,790 -

8,001 8,002 1 1  - 5,002 5,005 3 3 -
  100,995   100,995 -  -  - 100,993 100,993 - - -
    5,000     5,000 -  -  - - - - - -
  813,718   792,850 △ 20,867     1,490 △ 22,357 975,541 983,704 8,163 12,078 △ 3,915

3,231,792 3,365,069 133,277 193,902 △ 60,625 3,020,187 3,147,963 127,776 142,182 △ 14,406

81,402 81,942 539 583 △ 43 79,672 80,133 461 469 △ 7
 -  - -  -  - - - - - -

2,222,674 2,376,277 153,603   191,826 △ 38,223 1,858,978 1,978,125 119,147 129,631 △ 10,483
1,948,630 2,136,127 187,497   191,826 △ 4,329 1,572,846 1,673,203 100,356 110,840 △ 10,483
  274,044   240,150 △ 33,893  - △ 33,893 286,131 304,922 18,790 18,790 -

8,001 8,002 1 1  - 5,002 5,005 3 3 -
  100,995   100,995 -  -  - 100,993 100,993 - - -
    5,000     5,000 -  -  - - - - - -

813,718 792,850 △ 20,867     1,490 △ 22,357 975,541 983,704 8,163 12,078 △ 3,915
（注）１．本表には、金融商品取引法上の有価証券として取り扱うことが適当と認められるもの等を含んでいます。
　　　２．金銭の信託のうち売買目的有価証券以外のものを含み、その帳簿価額、差損益は、それぞれ２０１９年度末は813,718百万円、△20,867百万円、
　　　　　２０２０年度末は975,541百万円、8,163百万円です。

　　　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は保有しておりません。

２０１９年度末
区　　　分

責 任 準 備 金 対 応 債 券

そ の 他 の 証 券
買 入 金 銭 債 権
譲 渡 性 預 金

子会社・関連会社株式
そ の 他 有 価 証 券
公 社 債
株 式
外 国 証 券

買 入 金 銭 債 権
譲 渡 性 預 金
そ の 他

合 計

そ の 他 の 証 券

２０２０年度末

株 式
外 国 証 券
公 社 債
株 式 等

そ の 他

公 社 債

帳簿価額 時価
差損益

帳簿価額 時価
差損益

満 期 保 有 目 的 の 債 券

 

 
④金銭の信託の時価情報

（単位：百万円）

貸借対照表 貸借対照表

計上額 差益 差損 計上額 差益 差損

金 銭 の 信 託 1,660,997 1,660,997  -  -  - 1,710,444 1,710,444  -  -  -

     ・運用目的の金銭の信託

（単位：百万円）

運 用 目 的 の

金 銭 の 信 託

     ・満期保有目的、責任準備金対応、その他の金銭の信託

（単位：百万円）

差益 差損 差益 差損

満期保有 目 的 の

金 銭 の 信 託

責任準備金対応の

金 銭 の 信 託

その他の 金 銭 の

信 託

区　　分

２０１９年度末 ２０２０年度末

帳簿価額 時　価
差損益

帳簿価額 時　価
差損益

区　　分

区　　分

２０１９年度末 ２０２０年度末

時　価
差損益

時　価
差損益

評    価    損    益

 -  -

 -  -  -  -  -  -  -

 -  -  - -  -  -  -

△ 22,357 975,541 983,704

868,146 2,162 726,739 72,605

 -

8,163 12,078 △ 3,915

２０１９年度末 ２０２０年度末

貸 借 対 照 表 計 上 額
当期の損益に含まれた

評    価    損    益
貸 借 対 照 表 計 上 額

当期の損益に含まれた

 -  -  -

813,718 792,850 △ 20,867 1,490
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４．貸借対照表
(単位： 百万円)

2019年度末 2020年度末 2019年度末 2020年度末

399,783 807,492 6,463,416 6,482,031

預 貯 金 399,783 807,492 支 払 備 金 19,394 24,209

100,995 100,993 責 任 準 備 金 6,444,021 6,457,822

1,660,997 1,710,444 3,581 4,808

4,342,621 4,039,282 4,997 4,238

国 債 14,566 14,496 68,587 93,090

地 方 債 2,225 1,713 未 払 法 人 税 等 1,396 30,405

社 債 64,909 63,776 未 払 金 6,156 5,182

外 国 証 券 2,235,824 1,901,831 未 払 費 用 4,986 4,940

そ の 他 の 証 券 2,025,095 2,057,463 預 り 金 54,136 49,651

215,294 264,182 金 融 派 生 商 品 3 920

保 険 約 款 貸 付 311 280 リ ー ス 債 務 881 725

一 般 貸 付 214,983 263,901 資 産 除 去 債 務 177 179

1,046 901 仮 受 金 849 1,084

建 物 322 322 79,500 180,000

リ ー ス 資 産 632 513 6,620,083 6,764,169

その他の有形固定資産 90 65

12,565 13,510 41,060 41,060

ソ フ ト ウ ェ ア 12,398 13,371 24,735 24,735

リ ー ス 資 産 167 139 資 本 準 備 金 24,735 24,735

8,971 5,497 117,883 154,113

29,497 23,735 利 益 準 備 金 5,726 7,104

未 収 金 9,691 3,893 そ の 他 利 益 剰 余 金 112,157 147,009

前 払 費 用 1,310 1,436 繰 越 利 益 剰 余 金 112,157 147,009

未 収 収 益 17,618 13,358 183,678 219,908

預 託 金 579 4,818 △ 5,340 36,961

金 融 派 生 商 品 6 - 16,486 3,713

仮 払 金 290 229 11,145 40,675

43,132 58,712 194,823 260,584

6,814,907 7,024,753 6,814,907 7,024,753

科    目 科    目

（資産の部） （負債の部）

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

買 入 金 銭 債 権

金 銭 の 信 託 代 理 店 借

有 価 証 券 再 保 険 借

そ の 他 資 産

そ の 他 負 債

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

価 格 変 動 準 備 金

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

無 形 固 定 資 産 資 本 金

資 本 剰 余 金

再 保 険 貸 利 益 剰 余 金

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計繰 延 税 金 資 産
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(貸借対照表の注記)

１.

２.

　なお、小区分は次のとおり設定しております。
　　個人保険・個人年金保険
　　　ただし、一部保険種類・保険契約を除く。

３. 　デリバティブ取引（金銭の信託において信託財産として運用しているデリバティブ
取引を含む）の評価は時価法によっております。

４.

５.

６.

７.

　有価証券（買入金銭債権及び金銭の信託において信託財産として運用している有価証
券を含む）はすべて時価のあるものであり、その評価は次のとおりであります。
(1)　売買目的有価証券については時価法（売却原価の算定は移動平均法）
(2)　「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取
　　扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金
　　対応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）
(3)　その他有価証券については３月末日の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算
　 定は移動平均法）
　　 なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理し
　 ております。ただし、外貨建債券については、外国通貨による時価の変動に係る
　 換算差額を評価差額とし、それ以外の差額については、為替差損益として処理す
　 る方法を採用しております。

　「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債
券を保有しております。

　責任準備金対応債券に関するリスク管理方針の概要は以下のとおりであります。

　保険商品の特性に応じて通貨別に小区分を設定し、リスク管理を適切に行うために各
小区分を踏まえた全体的な資産運用方針と資金配分計画を策定しております。
　また、責任準備金対応債券と責任準備金のデュレーションが一定幅の中で一致してい
ることを定期的に検証しております。

　有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。
(1) 建物及びその他の有形固定資産（リース資産を除く）
　　　定額法を採用しております。
(2) リース資産
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　
　なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満のものについて
は、３年間で均等償却を行っております。

　外貨建資産・負債は３月末日の為替相場により円換算しております。

貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に則り、次のとおり計上して
おります。

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下｢破綻
先｣という)に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者(以下｢実質破綻先｣
という)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回
収可能見込額を控除し、その残額を計上することとしております。また、現状、経営破
綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以下｢
破綻懸念先｣という)に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断
し必要と認める額を計上することとしております。上記以外の債権については、過去の
一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上するこ
ととしております。

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該
部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上
記の引当を行うこととしております。ただし、上記の手続きにて査定した結果、当社の
債権について全額回収可能と判断しましたので、貸倒引当金を計上しておりません。

従業員及び執行役員の賞与に充てるため、当年度末における支給見込額を未払費用に
計上しております。



１１ 

８.

９.

１０.

１１.

１２.

１３.

１４.

１５. 　金融商品に関する事項は次のとおりであります。
(1) 金融商品の状況に関する事項

　価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に基づき算出した額を計上しておりま
す。

　「金融商品会計に関する実務指針」（会計制度委員会報告第１４号）に従い、変動金
利の利付債券等に対する金利変動リスクのヘッジ（包括ヘッジ）として、金銭の信託に
おいて信託財産として運用している金利スワップ取引の一部については、繰延ヘッジ処
理及びヘッジ有効性の評価を行っております。ヘッジの有効性の評価はヘッジ対象と
ヘッジ手段に関する重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、
高い有効性があるとみなしており、これをもって有効性の判定に代えております。
　また、ＡＬＭ（資産負債総合管理）における金利変動リスクを適切にコントロールす
る目的で金銭の信託において信託財産として運用している金利スワップ取引の一部につ
いては、「保険業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２６号）に基づく繰延ヘッジ処理及び
ヘッジ有効性の評価を行っております。ヘッジ有効性の評価はヘッジ対象とヘッジ手段
双方の理論価格の算定に影響を与える金利の状況を検証することにより行っておりま
す。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係
る控除対象外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上
し５年間で均等償却し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理して
おります。

　責任準備金の積立方法
　期末時点において、保険契約上の責任が開始している契約について、保険契約に基づ
く将来における債務の履行に備えるため、保険業法第１１６条第１項に基づき、保険料
及び責任準備金の算出方法書（保険業法第４条第２項第４号）に記載された方法に従っ
て計算し、責任準備金を積み立てております。
　責任準備金のうち保険料積立金については、次の方式により計算しております。
(1) 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大蔵省
告示第４８号）
(2) 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式。ただし、特別
勘定にかかる保険料積立金については、保険業法施行規則第６９条第４項第３号に定め
る方式。
　なお、責任準備金については、保険業法第１２１条第１項及び保険業法施行規則
第８０条に基づき、毎決算期において責任準備金が適正に積み立てられているかどうか
を、保険計理人が確認しております。

　責任準備金のうち危険準備金については、保険業法第１１６条及び保険業法施行規則
第６９条第１項第３号に基づき、保険契約に基づく将来の債務を確実に履行するため、
将来発生が見込まれる危険に備えて積み立てております。

　保険料の計上基準
　初回保険料は、原則として、収納があり、保険契約上の責任が開始しているものにつ
いて、当該収納した金額により計上しております。
　また、２回目以降保険料は、収納があったものについて、当該金額により計上してお
ります。

　保険金・支払備金の計上基準
　保険金等支払金（再保険料を除く）は、保険約款に基づく支払事由が発生し、当該約
款に基づいて算定された金額を支払った契約について、当該金額により計上しておりま
す。
　なお、保険業法第１１７条及び保険業法施行規則第７２条に基づき、期末時点におい
て支払義務が発生したもの、または、まだ支払事由の報告を受けていないものの支払事
由が既に発生したと認められるもののうち、それぞれ保険金等の支出として計上してい
ないものについて、支払備金を積み立てております。

　無形固定資産の減価償却の方法
(1) ソフトウェア
　　利用可能期間に基づく定額法によっております。
(2) リース資産
　　リース期間に基づく定額法によっております。

　当社では、保険業法第１１８条第１項に規定する特別勘定と、それ以外の一般勘定に
区分して資産の運用を行っております。

　特別勘定の資産の主な投資対象は、貸借対照表上の有価証券に表示されており、契約
者の特定の目的を果たすために当社が管理及び運用している投資信託であります。
　一般勘定の資産の主な投資対象は、貸借対照表上の金銭の信託及び有価証券に表示さ
れており、安全性と中長期的な安定収益の確保を基本方針とし、債券を中心とした運用
を行っております。
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（単位：百万円）

預貯金
買入金銭債権
金銭の信託

運用目的の金銭の信託
その他の金銭の信託

有価証券
売買目的有価証券

責任準備金対応債券
その他有価証券

貸付金
保険約款貸付

一般貸付
金融派生商品（※1）

① 預貯金及び買入金銭債権

② 金銭の信託

③　金融派生商品有価証券（金銭の信託において信託財産として運用している有価証券を含む）

④　貸付金

　　　オプション価格計算モデル等によっております。

⑤ 金融派生商品

１６.

１７. 　有形固定資産の減価償却累計額は1,487百万円であります。

　上記で保有する運用資産には、主に市場リスク及び信用リスクがあります。これらの
資産運用リスクの管理にあたっては、当社の資本、収益状況等を考慮し、リスク特性に
応じたリスク限度を設定し、適切にこれを管理しております。

　特別勘定の資産から生じる損益は責任準備金繰入額もしくは戻入益により相殺される
ため、当社の損益には影響がありません。したがって、資産運用リスクは基本的に保険
契約者に帰属することとなります。なお、特別勘定のもとで投資した有価証券は売買目
的有価証券として時価で評価されております。
　一般勘定における定額個人年金保険及び定額個人終身保険に係る運用については、Ａ
ＬＭ(資産負債総合管理)の観点から、市場リスク・信用リスク等に十分留意した上で内
外債券への投資を行っております。

　なお、資産運用リスクを含めた全社的なリスクの状況については、定期的に取締役会
に報告しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
　主な金融資産及び金融負債にかかる貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい
ては、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時価 差額
807,492 807,492 ―
100,993 100,993 ―

726,739 726,739 ―
983,704 983,704 ―

2,052,458 2,052,458 ―
858,344 934,784 76,440

1,128,480 1,128,480 ―

280 280 ―
263,901 286,512 22,611

ヘッジ会計が適用されていないもの　 (920) (920) ―
ヘッジ会計が適用されているもの（※2） 5,158 5,158 ―

（※1）金融派生商品によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、
　　　合計で正味の債務となる項目については、（ ）で表示しております。
（※2）ヘッジ会計が適用されているものには、金銭の信託内において実施し
　　　ているものを含んでおります。

（注）金融商品の時価の算定方法は、次のとおりであります。

　預貯金及び買入金銭債権はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。

　金銭の信託内で実施しているデリバティブ取引は、取引先金融機関から入手
した価格によっております。

　３月末日の市場価格等によっております。また、投資信託は基準価額等に
よっております。

　保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返
済期限を設けておらず、返済見込み期間及び金利条件等から時価は帳簿価額と
近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価としております。
　一般貸付は、貸付金の種類及び期間、信用リスクを考慮した上で、その将来
キャッシュ・フローをスワップ金利等適切な指標に信用スプレッドを上乗せし
た利率で割り引くことにより、現在価値を算定しております。

　取引先金融機関から入手した価格によっております。

　消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表計上額は、197,901百万円
であります。
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１８.

１９. 　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳は、次のとおりであります。
　（繰延税金資産）
　価格変動準備金 百万円
　保険契約準備金 百万円
　その他 百万円
　繰延税金資産小計 百万円
　評価性引当額 百万円
　繰延税金資産合計 百万円
　（繰延税金負債）
　繰延税金負債合計 百万円
　繰延税金資産の純額 百万円

２０.

２１.

２２.

２３.

２４.

２５.

２６.

２７.

　保険業法第１１８条に規定する特別勘定の資産の額は2,060,062百万円であります。
なお、負債の額も同額であります。

50,400
22,769
2,052

75,221
△0

75,221

16,508
58,712

　当年度における法定実効税率は28.00％であり、税効果会計適用後の法人税等の負担
率は27.65％であります。法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間
の差異の主要な内訳は、永久に益金又は損金に算入されないものに係る差異でありま
す。
（追加情報）
　当社は、翌事業年度からＭＳ＆ＡＤインシュアランスグループホールディングス株式
会社を連結納税親会社とする連結納税制度を適用することとなったため、当事業年度か
ら「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企
業会計基準委員会　実務対応報告第５号）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果
会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会　実務対応報告第７号）
に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。
　なお、これによる計算書類に与える影響はありません。

　担保に供されている資産の額は、預託金4,641百万円であります。

　売却又は再担保という方法で自由に処分できる権利を有している資産は、消費貸借契
約により借り入れている有価証券40,780百万円、再保険取引で借り入れている有価証券
1,153百万円であり、全て自己保有しております。

　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

　保険業法施行規則第７３条第３項において準用する同規則第７１条第１項に規定する
再保険を付した部分に相当する支払備金（以下「出再支払備金」という。）の金額は
845百万円であり、同規則第７１条第１項に規定する再保険を付した部分に相当する責
任準備金（以下「出再責任準備金」という。）の金額は276,694百万円であります。

　１株当たりの純資産額は19,802,752円57銭であります。

　平成８年大蔵省告示第５０号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手
数料の当期末残高は4,247百万円であります。

　保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末におけ
る当社の今後の負担見積額は11,844百万円であります。なお、当該負担金は拠出した年
度の事業費として処理しております。

　退職給付に関する事項は次のとおりです。
(1)採用している退職給付制度の概要
　当社は、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。
 
(2)確定拠出制度
　当社の確定拠出制度への要拠出額は、160百万円であります。
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５．損益計算書 
(単位： 百万円)

2019年度 2020年度

1,161,038 2,039,152

950,922 892,179

872,119 785,407

78,803 106,771

113,966 1,142,890

87,232 81,570

預 貯 金 利 息 46 9

有 価 証 券 利 息 ・ 配 当 金 78,900 72,121

貸 付 金 利 息 8,056 9,018

そ の 他 利 息 配 当 金 228 420

17,881 210,974

8,542 152,133

310 1,812

- 384,614

- 19

- 311,765

96,149 4,082

3,354 3,749

1,284 -

90,891 -

618 333

1,129,577 1,879,055

696,196 1,805,686

97,940 110,180

87,549 84,870

184,780 214,550

175,752 1,209,445

4,118 3,844

146,055 182,794

- 18,614

- 4,814

- 13,800

373,891 784

15 11

- 1

528 738

2,256 -

15 0

313,543 -

74 32

57,457 -

50,304 44,258

9,184 9,711

5,811 6,016

3,366 3,690

6 4

31,461 160,097

3,500 100,500

3,500 100,500

27,961 59,597

7,963 43,543

△ 312 △ 27,064

7,650 16,479

20,310 43,117

資 産 運 用 収 益

科　　　　目

経　　常　　収　　益

保 険 料 等 収 入

保 険 料

再 保 険 収 入

責 任 準 備 金 戻 入 額

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

金 銭 の 信 託 運 用 益

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

為 替 差 益

特 別 勘 定 資 産 運 用 益

そ の 他 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益

年 金 特 約 取 扱 受 入 金

支 払 備 金 戻 入 額

責 任 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 収 益

経　　常　　費　　用

保 険 金 等 支 払 金

保 険 金

年 金

給 付 金

解 約 返 戻 金

そ の 他 返 戻 金

再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額

特 別 勘 定 資 産 運 用 損

資 産 運 用 費 用

支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 評 価 損

有 価 証 券 償 還 損

為 替 差 損

そ の 他 運 用 費 用

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

事 業 費

そ の 他 経 常 費 用

税 金

減 価 償 却 費

そ の 他 の 経 常 費 用

経　　常　　利　　益

特　　別　　損　　失

法 人 税 等 合 計

当 期 純 利 益

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額
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(損益計算書の注記)

１.

２.

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．　関連当事者との取引に関する事項は、重要性を勘案し、記載を省略しております。

１０．

　金銭の信託運用益には、評価益が97,342百万円含まれております。

　１株当たりの当期純利益は3,276,676円21銭であります。なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

　再保険収入には、平成８年大蔵省告示第５０号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未
償却出再手数料の増加額233百万円を含んでおります。再保険料には、平成８年大蔵省告示第
５０号第１条第５項に規定する再保険契約に係る未償却出再手数料の減少額4,210百万円を含
んでおります。

　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

　関係会社との取引による費用の総額は0百万円であります。

　有価証券売却益の主な内訳は、国債等債券189百万円、外国証券151,944百万円であります。

　有価証券売却損の主な内訳は、外国証券738百万円、その他の証券0百万円であります。

　支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は259百万円、責任準備
金繰入額の計算上、差し引かれた出再責任準備金繰入額の金額は9,899百万円であります。

　売買目的有価証券運用損の主な内訳は、評価損1百万円であります。
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６．経常利益等の明細（基礎利益） 
（単位：百万円）

２０１９年度 ２０２０年度

△ 27,972 40,862

452,274 711,283

金銭の信託運用益 - 174,535

売買目的有価証券運用益 - -

有価証券売却益 8,542 152,133

金融派生商品収益 - -

為替差益 - 384,614

その他キャピタル収益 443,732 -

396,603 591,341

金銭の信託運用損 15,285 -

売買目的有価証券運用損 - 1

有価証券売却損 528 738

有価証券評価損 2,256 -

金融派生商品費用 - -

為替差損 313,543 -

その他キャピタル費用 64,990 590,602

55,671 119,941

27,698 160,804

3,762 -

再保険収入 - -

危険準備金戻入額 3,762 -

個別貸倒引当金戻入額 - -

その他臨時収益 - -

- 707

再保険料 - -

危険準備金繰入額 - 707

個別貸倒引当金繰入額 - -

特定海外債権引当勘定繰入額 - -

貸付金償却 - -

その他臨時費用 - -

3,762 △ 707

31,461 160,097

（注）１．基礎利益には、次の金額が含まれております。

２０１９年度 ２０２０年度
金銭の信託運用益のうちインカムゲイン部分 33,166 36,439
外貨建て保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 △ 443,732 589,672
ﾏｰｹｯﾄ・ｳﾞｧﾘｭｰ・ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 64,990 929

２．その他キャピタル収益には、次の金額が含まれております。

２０１９年度 ２０２０年度
外貨建て保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 443,732 -
ﾏｰｹｯﾄ・ｳﾞｧﾘｭｰ・ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 - -

３．その他キャピタル費用には、次の金額が含まれております。

２０１９年度 ２０２０年度
外貨建て保険契約に係る市場為替レート変動の影響額 - 589,672
ﾏｰｹｯﾄ・ｳﾞｧﾘｭｰ・ｱｼﾞｬｽﾄﾒﾝﾄに係る解約返戻金額変動の影響額 64,990 929

臨時損益　　　　　 　　　　　  Ｃ

経常利益　　　　 　　  Ａ＋Ｂ＋Ｃ

基礎利益　　　           　　　Ａ

キャピタル収益

キャピタル費用

キャピタル損益　　　　　　　　 Ｂ

キャピタル損益含み基礎利益 Ａ＋Ｂ

臨時収益

臨時費用
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７．株主資本等変動計算書 
（単位：百万円）

純資産合計

資本金
株主資本
合計

資本準備金 資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益

剰余金
利益剰余金

合計
繰越利益
剰余金

当期首残高 41,060 24,735 24,735 4,554 98,881 103,435 169,230 19,669 6,408 26,077 195,308
当期変動額

剰余金の配当 1,172 △7,035 △5,862 △5,862 △5,862
当期純利益 20,310 20,310 20,310 20,310
株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

△25,010 10,077 △14,932 △14,932

当期変動額合計 1,172 13,275 14,447 14,447 △25,010 10,077 △14,932 △484
当期末残高 41,060 24,735 24,735 5,726 112,157 117,883 183,678 △5,340 16,486 11,145 194,823

（単位：百万円）

純資産合計

資本金
株主資本
合計

資本準備金 資本剰余金
合計

利益準備金
その他利益

剰余金
利益剰余金

合計
繰越利益
剰余金

当期首残高 41,060 24,735 24,735 5,726 112,157 117,883 183,678 △5,340 16,486 11,145 194,823
当期変動額

剰余金の配当 1,377 △8,265 △6,887 △6,887 △6,887
当期純利益 43,117 43,117 43,117 43,117
株主資本以外の項目の当
期変動額（純額）

42,302 △12,772 29,530 29,530

当期変動額合計 1,377 34,852 36,230 36,230 42,302 △12,772 29,530 65,760
当期末残高 41,060 24,735 24,735 7,104 147,009 154,113 219,908 36,961 3,713 40,675 260,584

資本剰余金 利益剰余金 その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

繰延ヘッジ
損益

２０２０年度

株主資本 評価・換算差額等

繰延ヘッジ
損益

株主資本 評価・換算差額等

２０１９年度

資本剰余金 利益剰余金
その他有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

  

（株主資本等変動計算書の注記）

1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項 （単位：株）

２. 配当に関する事項
配当金支払額

基準日が2020年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

３. 　金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
1株当たり

配当額（円）

21,777 利益剰余金 1,654,978円72銭
2021年 ５月19日
取締役会

普通株式 2021年３月31日

決議 株式の種類 基準日 効力発生日

2021年５月25日

2020年 11月18日
取締役会

普通株式 2,689 204,422円73銭 ― 2020年11月25日

2020年 ５月19日
取締役会

普通株式 4,197 319,000円35銭 2020年３月31日 2020年５月25日

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

普通株式 13,159 － － 13,159

合計 13,159 － － 13,159

当期首
株式数

当期
増加株式数

当期
減少株式数

当期末
株式数

発行済株式
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８．債務者区分による債権の状況 

（単位：百万円、％）

２０１９年度末 ２０２０年度末

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 - -

危険債権 - -

要管理債権 - -

- -

（　　　　-　） （　　　　-　）

437,153 464,054

437,153 464,054

（注）１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始又は再生手続開始の申

　　　　　立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権です。
　　　２．危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、
　　　　　契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権です。
　　　３．要管理債権とは、３カ月以上延滞貸付金及び条件緩和貸付金です。なお、３カ月以上延滞貸付金
　　　　　とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日から３カ月以上遅延している貸付金（注１及び
          ２に掲げる債権を除く。）、条件緩和貸付金とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的
　　　　　として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる
　　　　　取決めを行った貸付金（注１及び２に掲げる債権並びに３カ月以上延滞貸付金を除く。）です。
　　　４．正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、注１から３までに
　　　　　掲げる債権以外のものに区分される債権です。

小計

（対合計比）

正常債権

合計

区　　　　分

 

 

９．リスク管理債権の状況 

  該当ありません。 

 

 



１９ 

10．ソルベンシー・マージン比率 
（単位：百万円）

２０２０年度末

546,005 711,185
資本金等 179,481 198,130

価格変動準備金 79,500 180,000

危険準備金 80,497 81,204

一般貸倒引当金 - -

（その他有価証券評価差額金（税効果控除前）・繰延ヘッジ損益（税効果控除前））
×９０％（マイナスの場合１００％）

△ 7,417 44,019

土地の含み損益×８５％（マイナスの場合１００％） - -
全期チルメル式責任準備金相当額超過額 172,286 160,823
負債性資本調達手段等 - -

全期チルメル式責任準備金相当額超過額及び負債性資本調達手段等のうち、
マージンに算入されない額

- -

持込資本金等 - -

控除項目 - -

その他 41,657 47,007

保険リスク相当額　　　　　　　　Ｒ1 996 1,140
第三分野保険の保険リスク相当額　Ｒ8 2 2
予定利率リスク相当額　　　　　　Ｒ2 53,345 36,904
最低保証リスク相当額　　　　　　Ｒ7 1,656 1,328
資産運用リスク相当額　　　　　　Ｒ3 88,480 93,941
経営管理リスク相当額　　　　　　Ｒ4 2,889 2,666

（注）１．上記は、保険業法施行規則第８６条、第８７条及び平成８年大蔵省告示第５０号の規定に基づいて算出し

　　　２．最低保証リスク相当額の算出に関しては、標準的方式を用いております。

＜参考＞実質資産負債差額 （単位：百万円）

２０２０年度末

6,953,525 7,100,515

6,281,387 6,327,767

672,138 772,747

（注）上記は、保険業法第１３２条第２項に規定する区分等を定める命令及び平成１１年金融監督庁・大蔵省告示

　　　第２号の規定に基づいて算出しております。

項　　　目 ２０１９年度末

ソルベンシー・マージン総額　（Ａ）

746.0%

リスクの合計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（Ｂ）
146,376

(２)負債の部に計上されるべき金額の合計額を基礎として計算した金額

実質資産負債差額　(１)-(２)

1,054.8%

134,845

ソルベンシー・マージン比率

項　　目 ２０１９年度末

(１)資産の部に計上されるべき金額の合計額

　　　　　ています。

4
2

732
2

81 )()( RRRRRR 

（ܣ）

1/2 ൈ （ܤ）
×100



２０ 

11．２０２０年度特別勘定の状況 

（１）特別勘定資産残高の状況

（単位：百万円）

（２）個人変額保険（特別勘定）の状況

①保有契約高

（単位：千件、百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

- - - -

116 643,145 100 620,794

116 643,145 100 620,794

②年度末個人変額保険特別勘定資産の内訳

（単位：百万円、％）

金　額 構　成　比 金　額 構　成　比

605 0.1 135 0.0

600,337 99.9 612,532 100.0

- - - -

- - - -

- - - -

公 社 債 - - - -

株 式 等 - - - -

600,337 99.9 612,532 100.0

- - - -

1 0.0 6 0.0

- - - -

600,944 100.0 612,675 100.0

③個人変額保険特別勘定の運用収支状況

（単位：百万円）

-

△ 31,109

21,834

-

-

86,884

-

4,141

-

-

1,993

-

44,217

-

- -

-

106,195収 支 差 額

そ の 他 の 費 用

金 融 派 生 商 品 費 用

合　　　　計

1,423,336

-

外 国 証 券

区　　分

合 計

-

538

-

為 替 差 益

金 融 派 生 商 品 収 益

そ の 他 の 収 益

有 価 証 券 売 却 損

有 価 証 券 償 還 損

金　　　額

２０２０年度２０１９年度

-

２０１９年度末

有 価 証 券

公 社 債

株 式

1,447,387

区　　分

2,024,281

612,675

現 預 金 ・ ｺ ｰ ﾙ ﾛ ｰ ﾝ

２０２０年度末

金　　　額

２０２０年度末

600,944

変額保険（有期型）

-

2,060,062

２０１９年度末

金　　　額

個 人 変 額 保 険

個 人 変 額 年 金 保 険

変額保険（終身型）

-

530

-

団 体 年 金 保 険

区　　分

為 替 差 損

-

-

区　　分

そ の 他 の 証 券

9,504

２０１９年度末 ２０２０年度末

特 別 勘 定 計

有 価 証 券 評 価 損

利 息 配 当 金 等 収 入

有 価 証 券 売 却 益

有 価 証 券 償 還 益

有 価 証 券 評 価 益

貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

金　　　額
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（３）個人変額年金保険（特別勘定）の状況

①保有契約高

（単位：千件、百万円）

件　数 金　額 件　数 金　額

268 1,557,442 248 1,551,406

②年度末個人変額年金保険特別勘定資産の内訳

（単位：百万円、％）

金　額 構　成　比 金　額 構　成　比

6,235 0.4 7,862 0.5

1,416,755 99.5 1,438,926 99.4

- - - -

- - - -

- - - -

公 社 債 - - - -

株 式 等 - - - -

1,416,755 99.5 1,438,926 99.4

- - - -

345 0.0 598 0.0

- - - -

1,423,336 100.0 1,447,387 100.0

③個人変額年金保険特別勘定の運用収支状況

（単位：百万円）

そ の 他 の 費 用 - -

収 支 差 額 △ 26,347 205,569

有 価 証 券 評 価 損 87,314 1,410

為 替 差 損 - -

金 融 派 生 商 品 費 用 - -

そ の 他 の 収 益 - -

有 価 証 券 売 却 損 76 103

有 価 証 券 償 還 損 - -

有 価 証 券 評 価 益 41 146,139

為 替 差 益 - -

金 融 派 生 商 品 収 益 - -

利 息 配 当 金 等 収 入 61,001 60,943

有 価 証 券 売 却 益 - -

有 価 証 券 償 還 益 - -

そ の 他 の 証 券

貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

合 計

区　　分
２０１９年度 ２０２０年度

金　　　額 金　　　額

区　　分
２０１９年度末 ２０２０年度末

現 預 金 ・ ｺ ｰ ﾙ ﾛ ｰ ﾝ

個人変額年金保険

有 価 証 券

公 社 債

株 式

外 国 証 券

区　　分
２０１９年度末 ２０２０年度末
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12．保険会社及びその子会社等の状況 

  該当ありません。 
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